
特定工場における
公害防止組織の整備に関する法律
届出のしおり

「公害防止統括者・公害防止管理者
（ダイオキシン類編）」
大東市市民生活部環境課

１　公害防止統括者等の制度について

　公害防止統括者等の制度を設けることにより、特定工場における公害防止組織の整備を図り、公害の防止に資することを目的とする「特定工場における公害防止組織の整備に関する法律」という法律があります。この法律では、公害を発生するおそれのある特定工場を設置している者に対し、公害防止管理者や公害防止主任管理者、公害防止統括者の選任・届出が義務付けられています。選任・届出をしなかった場合や、虚偽の届出をした場合には罰則があります。

　ここでは、ダイオキシン類に関するものについて説明します。
職務等について
	区分
	選任の主旨とその職務
	資格
	選任が必要な工場
	選任・死亡・解任したときの届出

	公害防止統括者
	イ）ダイオキシン類発生施設の使用の方法の監視並びにダイオキシン類発生施設において発生するダイオキシン類対策特別措置法第十二条第一項第六号に規定する発生ガス又はダイオキシン類発生施設から排出される汚水若しくは廃液を処理するための施設及びこれに附属する施設の維持及び使用に関すること。

ロ）ダイオキシン類対策特別措置法第二条第三項に規定する排出ガス（以下「排出ガス」という。）又は排出水に含まれるダイオキシン類の量の測定及び記録に関すること。

ハ）その他ダイオキシン類による汚染の防止に必要な業務で主務省令で定めるもの
→ダイオキシン類対策特別措置法（平成十一年法律第百五号）第二十三条第一項に規定する特定施設についての事故時の措置及びダイオキシン類に係る緊急時の措置に関することとする。
	事業の実施を統括管理する者（工場長等）
	常時使用する従業員数が21人以上の特定工場
	事由が発生した日から30日以内

	公害防止統括者の代理者
	公害防止統括者が旅行、疾病、その他の事故によって職務を行うことが出来ない場合にその職務を行う。
	
	
	

	公害防止管理者
	排出ガス又は排出水に含まれるダイオキシン類の量の測定の実施その他の主務省令で定める技術的事項
①使用する燃料又は原材料の検査 

②ダイオキシン類発生施設の点検 

③ダイオキシン類発生施設から排出される排出ガス又は排出水を処理するための施設及びこれに付属する施設の操作、点検及び補修 

④排出ガス又は排出水に含まれるダイオキシン類の量の測定の実施及びその結果の記録 

⑤測定機器の点検及び補修 

⑥特定施設についての事故時における応急の措置の実施 

⑦排出ガス又は排出水に係る緊急時における量の減少その他の必要な措置の実施
	（１）公害防止管理者についてを参照のこと
	事由が発生した日から30日以内

	公害防止管理者の代理者
	公害防止管理者が旅行、疾病、その他の事故によって職務を行うことが出来ない場合にその職務を行う。
	
	


（１）公害防止管理者について
ダイオキシン類とは、ポリ塩化ジベンゾフラン、ポリ塩化ジベンゾ―パラ―ジオキシン、コプラナーポリ塩化ビフェニルのことをいいます。表１の施設を設置している工場が対象となります。また、公害防止管理者に選任できる人は表２のとおりです。

表１　ダイオキシン類発生施設
	1
	焼結鉱（銑鉄の製造の用に供するものに限る。）の製造の用に供する焼結炉
	原料の処理能力が一時間当たり１トン以上のもの

	2
	製鋼の用に供する電気炉（鋳鋼又は鍛鋼の製造の用に供するものを除く。）
	変圧器の定格容量が1,000キロボルトアンペア以上のもの

	3
	亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじんであって、集じん機により集められたものからの亜鉛の回収に限る。）の用に供する焙焼炉、焼結炉、溶鉱炉、溶解炉及び乾燥炉
	原料の処理能力が一時間当たり0.5トン以上のもの

	4
	アルミニウム合金の製造（原料としてアルミニウムくず（当該アルミニウム合金の製造を行う工場内のアルミニウムの圧延工程において生じたものを除く。）を使用するものに限る。）の用に供する
	焙焼炉、溶解炉及び乾燥炉であって、焙焼炉及び乾燥炉
	原料の処理能力が一時間当たり0.5トン以上のもの

	
	
	溶解炉
	容量が一トン以上のもの


	5
	硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸パルプ（サルファイトパルプ）の製造の用に供する塩素又は塩素化合物による漂白施設

	6
	カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設

	7
	硫酸カリウムの製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設

	8
	アルミナ繊維の製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設

	9
	担体付き触媒の製造（塩素又は塩素化合物を使用するものに限る。）の用に供する焼成炉から発生するガスを処理する施設のうち、廃ガス洗浄施設

	10
	塩化ビニルモノマーの製造の用に供する二塩化エチレン洗浄施設

	11
	カプロラクタムの製造（塩化ニトロシルを使用するものに限る。）の用に供する
	硫酸濃縮施設

	12
	
	シクロヘキサン分離施設

	13
	
	廃ガス洗浄施設

	14
	クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する
	水洗施設

	15
	
	廃ガス洗浄施設

	16
	4―クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供する施設のうち、次に掲げるもの
	ろ過施設

	17
	
	乾燥施設

	18
	
	廃ガス洗浄施設

	19
	2・3―ジクロロ―1・4―ナフトキノンの製造の用に供する
	ろ過施設

	20
	
	廃ガス洗浄施設

	21
	8・18―ジクロロ―5・15―ジエチル―5・15―ジヒドロジインドロ［3・2―ｂ：3′・2′―ｍ］トリフェノジオキサジン（別名ジオキサジンバイオレット。ハにおいて単に「ジオキサジンバイオレット」という。）の製造の用に供する
	ニトロ化誘導体分離施設及び還元誘導体分離施設

	22
	
	ニトロ化誘導体洗浄施設及び還元誘導体洗浄施設

	23
	
	ジオキサジンバイオレット洗浄施設

	24
	
	熱風乾燥施設

	25
	アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガスを処理する施設のうち
	廃ガス洗浄施設

	26
	
	湿式集じん施設

	27
	亜鉛の回収（製鋼の用に供する電気炉から発生するばいじんであって、集じん機により集められたものからの亜鉛の回収に限る。）の用に供する施設のうち
	精製施設

	28
	
	廃ガス洗浄施設

	29
	
	湿式集じん施設

	30
	担体付き触媒（使用済みのものに限る。）からの金属の回収（ソーダ灰を添加して焙焼炉で処理する方法及びアルカリにより抽出する方法（焙焼炉で処理しないものに限る。）によるものを除く。）の用に供する
	ろ過施設

	31
	
	精製施設

	32
	
	廃ガス洗浄施設


※1～4までは、大気基準適用施設、5～32までは水質基準適用施設。

水質基準適用施設に関しては、公共用水域に排出される水があること。「公共用水域」とは、河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他公共の用に供される水域及びこれに接続する公共溝渠、かんがい用水路その他公共の用に供される水路（下水道法 （昭和三十三年法律第七十九号）第二条第三号 及び第四号 に規定する公共下水道及び流域下水道であって、同条第六号 に規定する終末処理場を設置しているもの（その流域下水道に接続する公共下水道を含む。）を除く。）をいう。
よって、下水道に接続されている工場については、選任の必要はありません。下水道に接続された場合、解任の手続きをしてください。（ただし、分流式の場合は下水道に接続されていても選任が必要です。）
表２　公害防止管理者（その代理者）に選任できる人
	①国家試験に合格した者

	②右にあげる人で主務省令で定めるところにより経済産業大臣及び環境大臣の登録を受けた者が行う講習の課程を修了した者
	1　技術士法に規定する技術士のうち、下記の科目を選択したもの
技術部門

選択科目

化学部門

全選択科目

環境部門

環境保全計画、環境測定



	
	2　計量法に規定する計量士のうち、濃度に係る計量士（「環境計量士（濃度関係）」）

	
	3　衛生工学衛生管理者であって、鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化炭素、二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリン、その他これに準ずる有害物の粉じん、蒸気又はガスを発散する場所における業務に係る衛生管理者として一年以上その職務に従事したもの。

	
	4　保安技術管理者、副保安技術管理者、保安監察員の国家試験に合格した者または、鉱害防止係員に係る国家試験に合格した者

	
	5　毒物劇物取扱責任者として一年以上その職務に従事したもの

	
	6　薬剤師法第二条の規定による免許を受けている者

	
	7　第一種作業環境測定士

	
	8　大気関係第一種公害防止管理者もしくは大気関係第ニ種公害防止管理者かつ、水質関係第一種公害防止管理者もしくは水質関係第ニ種公害防止管理者

	③右にあげる人で実務の経験をし、主務大臣が行い、又は指定する講習の課程を修了した者。
実務とは

特定粉じん発生施設若しくは特定粉じんを処理するための施設又は一般粉じん発生施設若しくは一般粉じんを処理するための施設の維持及び管理
	6　学校教育法に基づく大学（短期大学を除く。）又は旧大学令に基づく大学において薬学、工学又は化学の課程を修めて卒業したこと。
	3年の実務経験

	
	7　学校教育法に基づく短期大学若しくは旧専門学校令に基づく専門学校において薬学、工学若しくは化学の課程を修めて卒業したこと又は主務大臣がこれと同等以上であると認める学力を有すること。
	5年の実務経験

	
	8　学校教育法に基づく高等学校若しくは旧中等学校令に基づく中等学校を卒業したこと又は主務大臣がこれと同等以上であると認める学力を有すること。
	7年の実務経験


	
	9　前三号のいずれにも該当しないとき。
	10年の実務経験


２）公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）の兼任ついて

①から③のような場合であって、工場相互間の距離、生産工程上の関連、指揮命令系統、当該工場の維持管理について権限を有する者の状況その他の主務大臣が定める基準を満たし、一人の公害防止管理者が二以上の工場の公害防止管理者となってもその職務を遂行するにあたって特に支障がないときには、同一人の兼任を認められることとなりました。

なお、この場合届出をする際に、基準に適合しているかどうかを審査しますので、必要に応じ、公害の防止に関する規定（業務規定）※１、委託契約書の写し※２、兼務公害防止管理者の執務に関する説明書※３を添付していただきます。
	場合
	詳細
	主務大臣が定める基準（基準告示）

	①一つの特定事業者が設置する複数の工場において、同一人を公害防止管理者として選任する場合。
	一つの特定事業者が設置し、時間的・距離的に離れている同一敷地に無い複数の工場の場合において、兼務する公害防止管理者の責任・権限の所在、指揮命令系統が明確化され、かつ、公害防止業務の実行面において支障がない場合に兼務を認めるもの
	兼務工場が兼務公害防止管理者の常時勤務する工場から二時間以内に到達できる場所にあること。

	
	
	兼務工場が同種若しくは類似のものであるか、又は生産工程上密接な関連を有すること。

	
	
	兼務工場に係る公害の防止に関する業務を統括管理する者が同一であるか、又は公害の防止に関する規定（業務規定）※１により兼務工場に係る公害の防止に関する業務の実施体制及び式命令系統が定められていること。

	
	
	業務規定で兼務公害防止管理者の業務範囲並びに責任及び権限、異常時又は緊急時の連絡体制及び応急の措置等の対応策その他公害の防止に関する業務の実施に関し必要な事項が定められていること

	
	
	兼務公害防止管理者の常時勤務する工場から他の兼務工場の公害の発生状況を監視できる通信手段が整備されていること。

	
	
	兼務公害防止管理者の選任に係る兼務工場の数は、５以下であること。

	②特定事業者および当該特定事業者の子会社、当該特定事業者を子会社とする親会社又は当該親会社の子会社（当該特定事業者を除く）が設置する複数の工場において、同一人を公害防止管理者として選任する場合。
	同一敷地内にある複数の工場で親子会社、兄弟会社の関係にあるものが、共同で公害防止業務を行う場合にあって、兼務する公害防止管理者の責任・権限の所在、指揮命令系統が明確化され、かつ、公害防止業務の実行面において支障がない場合に兼務を認めるもの。
	兼務工場が同一敷地内に設置されていること。

	
	
	兼務工場が同種若しくは類似のものであるか、又は生産工程上密接な関連を有すること。

	
	
	次に掲げる事項について、特定事業者と兼務公害防止管理者の所属する会社の契約※２で具体的かつ体系的に定められていること。

イ　公害の防止に関する業務に関する特定事業者と兼務公害防止管理者の所属する会社との相互の義務及び責任並びに連携体制

ロ　兼務公害防止管理者の業務範囲並びに責任及び権限並びに指揮命令系統

	
	
	業務規定で異常時又は緊急の連絡体制及び応急の措置等の対応策その他公害の防止に関する業務の実施に関し必要な事項が定められていること。

	
	
	兼務公害防止管理者の選任に係る兼務工場の数は、５以下であること。

	③中小企業団体の組織に関する法律（昭和三十二年法律第百八十五号）第三条第一項第一号に掲げる事業協同組合、同項第二号に掲げる事業協同小組合若しくは同項第八号に掲げる商工組合又は水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第二条に規定する漁業協同組合若しくは水産加工業協同組合でその地区が都道府県の区域を超えないものがその事業として公害防止管理者の資格を有する者に公害の防止に関する指導を行わせている場合において、当該組合の組合員（常時使用する従業員の数が、五十人以下のものに限る。）がその者を公害防止管理者として選任する場合
	中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条第１項第１号に掲げる事業協同組合、同項第二号に掲げる事業協同小組合若しくは同項第８号に掲げる商工組合又は水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）第２条に規定する漁業協同組合若しくは水産加工業協同組合でその地区が都道府県の区域を超えないものがその事業として公害防止管理者の資格を有する者に公害の防止に関する指導を行わせている場合において、当該組合の組合員（常時使用する従業員の数が、50人以下のものに限る。） がその者を公害防止管理者として選任する場合は、次の基準を満たすこと。
	兼務公害防止管理者の選任に係る兼務工場が、やむを得ない場合を除き、同一の市町村（東京都にあっては特別区を含む。以下同じ。） の区域に設置されているものであること。

	
	
	兼務公害防止管理者の選任に係る兼務工場の数は、10以下であること。

	④同一の業種に属する中小企業者が共同で公害防止管理者の資格を有するものに公害の防止に関する業務を行わせる場合において、当該中小企業者（常時使用する従業員の数が、50人以下のものに限る。）がその者を公害防止管理者として選任する場合。
	近隣の同一種に属する中小企業者が共同で公害防止業務を行う場合であって、兼務する公害防止管理者の責任・権限の所在、指揮命令系統が明確化され、かつ、公害防止業務の実行面において支障がない場合に兼務を認めるもの。
	兼務公害防止管理者の選任に係る兼務工場が、やむを得ない場合を除き、同一の市町村の区域に設置されているものであること。

	
	
	中小企業者と兼務公害防止管理者の契約で当該兼務公害防止管理者の業務範囲並びに責任及び権限並びに指揮命令系統が具体的かつ体系的に定められていること。

	
	
	業務規定で異常時又は緊急時の連絡体制及び応急の措置等の対応策その他公害の防止に関する業務の実施に関し必要な事項が定められていること。

	
	
	兼務公害防止管理者の選任に係る兼務工場の数は、10以下であること。


添付書類の作成するにあたっての注意事項

※１　公害の防止に関する規定（業務規定）において規定が必要とされる事項
・公害防止の実施体制及び指揮命令系統

・兼務公害防止管理者の選任方法

・公害防止管理者の常駐ないし工場の平常時の維持管理、連絡責任者の選任

・兼務公害防止管理者の業務範囲、責任の所在及び権限の付与

・兼務公害防止管理者の平常時の監視方法（通信手段）、定期巡回頻度等

・異常時又は緊急時の連絡体制及び応急の措置等の対応策

・その他公害防止業務の実施に関し必要な事項　など

※２　（委託）契約書において規定が必要と考えられる事項

・兼務公害防止管理者の選任手続

・公害防止業務を執行する実施体制

・委託業務範囲並びに相互の義務並びに指揮命令系統

・兼務公害防止管理者に対する権限の付与

・兼務公害防止管理者が職務を誠実に行うこと、統括者が兼務公害防止管理者の報告・助言を尊重すること。作業員が兼務公害防止管理者の指示に従うことの明示。

・連絡責任者の選任、異常時又は緊急時の連絡方法　など

※３　兼務公害防止管理者の執務に関する説明書に記載すべき事項

・兼務公害防止管理者の氏名及び資格区分

・兼務公害防止管理者の常時勤務する工場の名称、所在地、種類及び施設区分

・他の兼務工場の名称、所在地、種類及び施設区分

・兼務公害防止管理者の常時勤務する工場から他の兼務工場までの距離、到達時間及び交通機関

・兼務公害防止管理者の常時勤務する工場から他の兼務工場の監視手段

・他の兼務工場への巡回頻度

・他の兼務工場の兼務公害防止管理者への連絡責任者

・事故その他緊急時における連絡方法　など

２　届出るときの注意点

（１）届出の種類

	ケース
	届出書の名称
	届出の時期
	添付する書類

	公害防止統括者を選任・解任した場合
	公害防止統括者選任、死亡・解任届出書（様式第１）
	選任した日から30日以内
	―

	公害防止統括者の代理者を選任・解任した場合
	公害防止統括者の代理者選任、死亡・解任届出書（様式第１）
	
	

	公害防止管理者を選任・解任した場合
	公害防止管理者選任、死亡・解任届出書（様式第２）
	選任した日から30日以内
	国家試験合格証書または資格認定講習修了証書の写し

	公害防止管理者の代理者を選任・解任した場合
	公害防止管理者の代理者選任、死亡・解任届出書（様式第２）
	
	

	相続、合併などにより特定事業者の地位を承継した場合
	承継届出書（様式第３の２）
	遅滞なく
	承継する者が二以上の相続人の同意により選定された場合
	①相続同意証明書（様式第３の３）

②戸籍謄本

	
	
	
	上記以外の場合
	①相続証明書（様式第３の４）

②戸籍謄本

	
	
	
	法人の場合
	法人の登記簿の謄本


（２）書類の記入・作成方法

届出書はすべて同じものを２部提出して下さい。受付・審査後、一部は市で保管し、もう一部は届出者に返却します。大切に保管してください。
様式第１（第４条関係）
公害防止統括者(公害防止統括者の代理者)　選任、死亡・解任届出書

令和３年１月28日　

　大東市長　様
届出者　住所　大東市谷川３－３－３
　　　株式会社だいとう
　　　　氏名　代表取締役　大東はなこ
（氏名又は名称及び住所　　　

　　　　　　並びに法人にあつては、　　　

その代表者の氏名）　　　　　　

　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第３条第３項の規定に基づき、次のとおり届け出ます。

	特定工場の名称
	株式会社だいとう大東プレス工場

（℡　870-9621）
	※　整理番号
	

	特定工場の所在地
	〒574-8555

大東市谷川３－３－３
	※　受理年月日
	　年　　月　　日

	特定事業者の常時使用する
従業員数
	50名
	※　特定工場の番号
	

	選任年月日
	令和3年1月12日
	※　備　考


	

	公害防止統括者


	職　名
	工場長

大東はなお


	
	

	
	氏　名
	
	
	

	選任の事由
	工場長就任の為
	
	

	（死亡・解任）年月日
	令和3年1月12日
	※　備　考


	

	公害防止統括者


	職　名
	工場長

大東たろう


	
	

	
	氏　名
	
	
	

	解任の事由
	定年退職の為
	
	


備考　１　※印の欄は記載しないこと。
　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第２（第７条関係）
公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）選任、死亡・解任　届出書
令和３年１月28日
大東市長　様
届出者　住所　大東市谷川３－３－３
株式会社だいとう
氏名　代表取締役　大東はなこ
（氏名又は名称及び住所並びに法人に

　あつては、その代表者の氏名）
特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第４条第３項において準用する第３条第３項（第６条第２項において準用する第３条第３項）の規定に基づき、次のとおり届け出ます。
	特定工場の名称
	株式会社だいとう大東プレス工場
（℡　８７０－９６２１　）
	※整理番号
	

	特定工場の所在地
	（〒　５７４－８５５５）
大東市谷川３－３－３
	※受理年月日
	　　年　　月　　日

	大気関係
	排出ガス量
	Ｎｍ３／時
	※特定工場の番号
	

	
	ばい煙発生施設の種類
	別紙のとおり。
	
	

	水質関係
	排出水量
	ｍ３／日
	※備考
	

	
	特定地下浸透水の浸透の有無
	
	
	

	
	汚水等排出施設の種類
	別紙のとおり。
	
	

	騒音関係
	騒音発生施設の種類
	
	
	

	特定粉じん関係
	特定粉じん発生施設の種類
	
	
	

	一般粉じん関係
	一般粉じん発生施設の種類
	
	
	

	振動関係
	振動発生施設の種類
	
	
	

	ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類関係
	ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類発生施設の種類
	アルミナ繊維の製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設
	
	

	ダイオキシン類関係
公害防止管理者
（公害防止管理者の代理者）
	選任年月日
	令和３年１月１2日

	
	職名
	生産管理課サブリーダー

	
	氏名
	大東和雄

	
	担任業務の範囲
	ダイオキシン類発生施設の保守管理他

	
	公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）が他
の工場の公害防止管理者（公害防止管理者の代理
者）を兼ねている場合は、その兼ねている工場の
名称及び所在地
	株式会社だいとう大阪支店
大阪市茨田大宮15－15－15

	選任の事由
	前管理者定年退職のため

	ダイオキシン類関係.
公害防止管理者
（公害防止管理者の代理者）
	（死亡・解任）年月日
	平成３年１月１2日

	
	職名
	生産管理課リーダー

	
	氏名
	大東こうじ

	
	担任業務の範囲
	ダイオキシン類発生施設の保守管理他

	
	公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）が他
の工場の公害防止管理者（公害防止管理者の代理
者）を兼ねている場合は、その兼ねている工場の
名称及び所在地
	なし

	解任の事由
	定年退職のため


備考　１　大気関係、水質関係、騒音関係、特定粉じん関係、一般粉じん関係、振動関係又はダイオキシン類関係のうち該当する項に所要事項を記載すること。大気関係及び水質関係については公害防止管理者(公害防止管理者の代理者)の項には、「○○関係第○種」公害防止管理者(公害防止管理者の代理者)と記載すること。
２　公害防止管理者を２名以上選任する場合は、関係公害防止管理者及び同代理者の項を追加して記載すること。
３　※印の欄は記載しないこと。
４　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
５　公害防止管理者（公害防止管理者の代理者）を２以上の工場に選任する場合は、特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行規則第５条第２号の主務大臣が定める基準を満たしていることを証する書面を添付すること。
別紙
　１　ばい煙発生施設
	
	項番号
	施設の種類
	備考

	特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令第2条第2項第1号に規定するばい煙発生施設
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	上記以外のばい煙発生施設
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注1　「項番号」には、大気汚染防止法施行令別表第1の項番号を記載してください。
注2　「施設の種類」には、大気汚染防止法施行令別表第1の施設の名称を記載してください。
　２　汚水等排出施設
	
	号番号
	施設の種類
	施設の用途
	備考

	特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令別表第1に掲げる汚水等排出施設
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	上記以外の汚水等排出施設
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注1　「号番号」には、水質汚濁防止法施行令別表第1の号番号を記載してください。
注2　「施設の種類」には、水質汚濁防止法施行令別表第1の施設の名称を記載してください。
注3　「施設の用途」には、特定工場における公害防止組織の整備に関する法律施行令別表第1に掲げる汚水
等排出施設について、同表に規定する用途を記載してください。
様式第三の二（第十条の二関係）

承継届出書
令和３年１月28日
大東市長　様
届出者　住所　大東市谷川３－３－３
株式会社だいとう
氏名　代表取締役　大東はなこ
（氏名又は名称及び住所並びに法人に

あつては、その代表者の氏名）
　特定工場における公害防止組織の整備に関する法律第３条第３項（第４条第３項、第５条第３項、第６条第２項において準用する第３条第３項）の規定による届出をした特定事業者の地位を承継したので、同法第６条の２第２項の規定により、次のとおり届け出ます。

	特定工場の名称
	株式会社だいとう大東プレス工場
	※整理番号
	

	特定工場の所在地
	大東市谷川３－３－３
	※受理年月日
	　　年　　月　　日

	承継の年月日
	令和３年１月28日
	※特定工場の番号
	

	被承継者
	氏名又は職名
	株式会社だいとう
代表取締役　大東はなこ
大東市谷川３－３－３
	※備　考


	

	
	住所
	
	
	

	承継の原因
	会社合併
	
	


備考　１　※印の欄は記載しないこと。

　　　２　用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。
公害防止統括者の代理者





公害防止統括者の代理者





記入しないでください。





記入しないでください。









